
令和２年　　３月　１６日
御所市長　あて

氏 名

住 所 （ 居 所 ）

生 年 月 日 1994年4月1日 年 齢 ２５歳

国 籍 入 国 年 月 日

在 留 資 格 納 税 地

在 留 期 間

入 国 前 の 住 所

名 称

所 在 地

租税条約の規定に
基づく所得税の免除
に つ い て

支払者名称（氏名）

支払者所在地（住所）

契 約 期 間

所 得 の 種 類 支 払 金 額

支 払 方 法 支 払 期 日

職 務 の 内 容
※２

資 格
※２

氏 名

住 所

その他参考となるべ
き 事 項

【添付書類】
□税務署に提出した「租税条約に関する届出書」の写し（税務署受付印のあるもの）

※ただし「租税条約に関する届出書」（税務署受付印のあるもの）をすでに御所市役所税務課に
　提出済みの場合は再度の提出は不要ですので、下欄に提出年月日を記入してください。

□「租税条約に関する届出書」の写しの提出年月日：　　平成３１　年　　３　月　　１５　日　提出済

【注意事項】
・この届出書は、租税条約の対象となる期間は毎年の提出が必要です。
・3月15日までにご提出ください。（土曜日、日曜日、祝日及び振替休日の場合は翌開庁日）
・※１の欄は「留学生、事業修習者等の届出」の場合に記入してください。
・※２の欄は「教授等の届出」の場合に記入してください。
・※３と※４の項目については、上記の添付書類の添付がある場合、または御所市役所に既に添付書類を提出
　　済みの場合は記入を省略できます。

租税条約の規定による　　令和２　　年度個人市民税・県民税の免除に関する届出書

　租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律の施行に関す
る省令11条に基づき次のとおり届け出ます。

市・県民税の免除を
受 け る 者

　□□　△△

奈良県御所市○○番地の○

※３

※４

2019.12

納 税 管 理 人
※届出している場合

在籍する学校、訓練
を受ける事業所等

※１

※１

所 得 税 に つ い て は 、 日 本 国 と と の 間 の
租 税 条 約 第 条 第 項 に よ り 、 租 税 条 約 に 関 す る 届 け を

年 月 日 に 税 務 署 に 提 出 し て 免 除 を 受 け て い ま す 。

免 税 と な る 所 得

この部分の記入は不要です。

記入例（添付書類有りの場合）

この部分の記入は不要です。



令和２年　　３月　１６日
御所市長　あて

氏 名

住 所 （ 居 所 ）

生 年 月 日 1994年4月1日 年 齢 ２５歳

国 籍 中国 入 国 年 月 日 2019年4月1日

在 留 資 格 事業修習者 納 税 地 御所市

在 留 期 間

入 国 前 の 住 所

名 称

所 在 地

租税条約の規定に
基づく所得税の免除
に つ い て

支払者名称（氏名）

支払者所在地（住所）

契 約 期 間

所 得 の 種 類 給与 支 払 金 額 月額200,000円

支 払 方 法 現金 支 払 期 日 毎月10日

職 務 の 内 容
※２

資 格
※２

氏 名

住 所

その他参考となるべ
き 事 項

【添付書類】
□税務署に提出した「租税条約に関する届出書」の写し（税務署受付印のあるもの）

※ただし「租税条約に関する届出書」（税務署受付印のあるもの）をすでに御所市役所税務課に
　提出済みの場合は再度の提出は不要ですので、下欄に提出年月日を記入してください。

□「租税条約に関する届出書」の写しの提出年月日：　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日　提出済

【注意事項】
・この届出書は、租税条約の対象となる期間は毎年の提出が必要です。
・3月15日までにご提出ください。（土曜日、日曜日、祝日及び振替休日の場合は翌開庁日）
・※１の欄は「留学生、事業修習者等の届出」の場合に記入してください。
・※２の欄は「教授等の届出」の場合に記入してください。
・※３と※４の項目については、上記の添付書類の添付がある場合、または御所市役所に既に添付書類を提出
　　済みの場合は記入を省略できます。

租税条約の規定による　　令和２　　年度個人市民税・県民税の免除に関する届出書

　租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律の施行に関す
る省令11条に基づき次のとおり届け出ます。

市・県民税の免除を
受 け る 者

　□□　△△

奈良県御所市○○番地の○

２０１９年４月１日　から　２０２１年３月３１日

○○省○○市○○区
※３

※４

2019.12

納 税 管 理 人
※届出している場合

在籍する学校、訓練
を受ける事業所等

※１　株式会社　□□

※１　奈良県御所市△△番地

所 得 税 に つ い て は 、 日 本 国 と 中 華 人 民 共 和 国 と の 間 の
租 税 条 約 第 ２ １ 条 第 １ 項 に よ り 、 租 税 条 約 に 関 す る 届 け を
令和元年５月１０日に税務署に提出して免除を受けています。

免 税 と な る 所 得

株式会社　□□

奈良県御所市△△番地

２０１９年４月１日から　２０２１年３月３１日

記入例（事業修習者等）



令和２年　　３月　１６日
御所市長　あて

氏 名

住 所 （ 居 所 ）

生 年 月 日 1994年4月1日 年 齢 ２５歳

国 籍 アメリカ合衆国 入 国 年 月 日 2019年4月1日

在 留 資 格 教育 納 税 地 御所市

在 留 期 間

入 国 前 の 住 所

名 称

所 在 地

租税条約の規定に
基づく所得税の免除
に つ い て

支払者名称（氏名）

支払者所在地（住所）

契 約 期 間

所 得 の 種 類 報酬 支 払 金 額 月額200,000円

支 払 方 法 現金 支 払 期 日 毎月25日

職 務 の 内 容 ※２　　外国語助手 資 格
※２　　

氏 名

住 所

その他参考となるべ
き 事 項

【添付書類】
□税務署に提出した「租税条約に関する届出書」の写し（税務署受付印のあるもの）

※ただし「租税条約に関する届出書」（税務署受付印のあるもの）をすでに御所市役所税務課に
　提出済みの場合は再度の提出は不要ですので、下欄に提出年月日を記入してください。

□「租税条約に関する届出書」の写しの提出年月日：　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日　提出済

【注意事項】
・この届出書は、租税条約の対象となる期間は毎年の提出が必要です。
・3月15日までにご提出ください。（土曜日、日曜日、祝日及び振替休日の場合は翌開庁日）
・※１の欄は「留学生、事業修習者等の届出」の場合に記入してください。
・※２の欄は「教授等の届出」の場合に記入してください。
・※３と※４の項目については、上記の添付書類の添付がある場合、または御所市役所に既に添付書類を提出
　　済みの場合は記入を省略できます。

租税条約の規定による　　令和２　　年度個人市民税・県民税の免除に関する届出書

　租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律の施行に関す
る省令11条に基づき次のとおり届け出ます。

市・県民税の免除を
受 け る 者

　□□　△△

奈良県御所市○○番地の○

２０１９年４月１日　から　２０２１年３月３１日

○○州○○郡○○市
※３

※４

2019.12

納 税 管 理 人
※届出している場合

在籍する学校、訓練
を受ける事業所等

※１

※１

所 得 税 に つ い て は 、 日 本 国 と ア メ リ カ 合 衆 国 と の 間 の
租 税 条 約 第 ２ ０ 条 第 １ 項 に よ り 、 租 税 条 約 に 関 す る 届 け を
令和元年５月１０日に税務署に提出して免除を受けています。

免 税 と な る 所 得

奈良県立○○高等学校

奈良県御所市△△番地

２０１９年４月１日から　２０２１年３月３１日

記入例 (教授等)


